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１
．
雇
用
・
失
業
の
動
向

（
１
）景
気
循
環
と
労
働
経
済
指
標

（
大
き
な
経
済
収
縮
と
二
〇
〇
九
年
に
お
け

る
持
ち
直
し
の
動
き
）

我
が
国
経
済
は
、
二
〇
〇
七
年
秋
以
降
、

景
気
後
退
過
程
に
入
り
、
二
〇
〇
八
年
秋
に

は
、
ア
メ
リ
カ
を
中
心
と
し
た
金
融
不
安
の

高
ま
り
と
と
も
に
世
界
規
模
の
経
済
減
速
が

始
ま
る
と
、
極
め
て
大
き
な
経
済
収
縮
に
直

面
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

景
気
は
依
然
と
し
て
厳
し
く
、
自
律
的
に

反
転
す
る
ほ
ど
の
力
は
持
ち
得
て
い
な
い
が
、

経
済
対
策
の
効
果
や
各
国
の
政
策
協
調
な
ど

に
よ
り
持
ち
直
し
の
動
き
が
み
ら
れ
る
。

（
景
気
の
回
復
と
労
働
経
済
指
標
へ
の
波
及

の
動
き
）

景
気
回
復
過
程
初
期
に
お
け
る
実
質
Ｇ
Ｄ

Ｐ
と
労
働
経
済
指
標
の
動
き
を
み
る
と
、
一

般
に
生
産
な
ど
経
済
活
動
の
回
復
が
労
働
経

済
指
標
へ
と
波
及
し
、
一
定
の
タ
イ
ム
ラ
グ

を
伴
っ
て
完
全
失
業
率
な
ど
の
改
善
へ
と
つ

な
が
る
と
い
う
関
係
が
み
ら
れ
る
。

一
九
八
〇
年
代
以
降
の
景
気
回
復
過
程
に

つ
い
て
、
ま
ず
、
第
一
〇
循
環
の
回
復
過
程

を
み
る
と
、
こ
の
循
環
で
は
、
景
気
循
環
に

関
わ
ら
ず
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
長
期
の
増
加
傾
向
の
中

に
あ
っ
た
が
、
景
気
回
復
に
よ
り
経
済
成
長

の
テ
ン
ポ
が
高
ま
る
と
、
所
定
外
労
働
時
間

は
景
気
の
谷
か
ら
一
期
目
に
、
有
効
求
人
倍

率
は
景
気
の
谷
か
ら
二
期
目
に
改
善
し
た
。

雇
用
者
数
に
つ
い
て
は
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
長
期
的

拡
大
傾
向
の
中
で
、
増
加
が
続
い
て
い
た
が
、

労
働
力
人
口
の
伸
び
に
比
べ
雇
用
機
会
の
拡

大
は
相
対
的
に
小
さ
く
、
完
全
失
業
率
は
、

景
気
の
谷
以
降
ほ
ぼ
横
ば
い
で
推
移
し
た
。

第
一
一
循
環
で
は
、
景
気
の
谷
か
ら
一
期

目
に
雇
用
者
数
が
、
二
期
目
に
所
定
外
労
働

時
間
が
、
三
期
目
に
完
全
失
業
率
が
改
善
す

る
と
い
う
動
き
が
み
ら
れ
た
。
な
お
、
有
効

求
人
倍
率
は
、
そ
れ
ら
よ
り
先
行
し
て
景
気

の
谷
か
ら
改
善
し
た
。

第
一
二
循
環
で
は
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
が
景
気
の
谷

か
ら
改
善
の
動
き
を
み
せ
、
所
定
外
労
働
時

間
と
雇
用
者
数
は
景
気
の
谷
か
ら
二
期
目
に

改
善
の
動
き
が
み
ら
れ
た
。
し
か
し
、
有
効

求
人
倍
率
に
つ
い
て
は
、
景
気
の
谷
を
経
過

し
て
も
低
下
し
、
完
全
失
業
率
も
改
善
す
る

こ
と
は
な
か
っ
た
。

第
一
三
循
環
で
は
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
が
景
気
の
谷

か
ら
一
期
目
に
改
善
の
動
き
が
み
ら
れ
、
所

定
外
労
働
時
間
が
景
気
の
谷
か
ら
二
期
目
に
、

雇
用
者
数
は
五
期
目
に
改
善
の
動
き
が
み
ら

れ
た
。
有
効
求
人
倍
率
は
景
気
の
谷
か
ら
三

期
目
に
改
善
し
た
が
、
景
気
の
回
復
力
は
完

全
失
業
率
の
上
昇
に
歯
止
め
を
か
け
る
と
こ

ろ
ま
で
の
力
し
か
な
く
、
そ
の
後
、
完
全
失

業
率
は
ほ
ぼ
横
ば
い
で
推
移
し
た
。

第
一
四
循
環
で
は
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
と
所
定
外
労

働
時
間
が
景
気
の
谷
か
ら
改
善
の
動
き
を
み

せ
、
雇
用
者
数
は
景
気
の
谷
か
ら
二
期
目
に

改
善
し
た
。
有
効
求
人
倍
率
は
、
景
気
の
谷

か
ら
一
期
目
に
、
完
全
失
業
率
は
五
期
目
に

改
善
の
動
き
が
み
ら
れ
た
。

（
一
般
的
な
景
気
回
復
過
程
の
特
徴
と
今
回

の
動
き
）

以
上
よ
り
、
一
般
的
な
景
気
回
復
過
程
に

お
い
て
は
、
ま
ず
生
産
が
回
復
し
て
い
く
中

で
、
労
働
投
入
量
を
増
加
さ
せ
る
た
め
に
所

定
外
労
働
時
間
の
増
加
が
生
じ
、
そ
の
後
、

さ
ら
な
る
労
働
投
入
の
増
加
と
し
て
雇
用
者

の
増
加
に
つ
な
が
る
と
い
う
関
係
が
み
ら
れ

る
。
そ
し
て
、
景
気
の
拡
張
力
が
充
分
強
い

場
合
に
は
、
そ
の
後
、
完
全
失
業
率
の
改
善

平成 21 年　労働経済の年間分析
厚生労働省政策統括官付労働政策担当参事官室

　我が国経済は、2007 年秋に景気後退過程に入
り、2008 年秋にはアメリカを中心とした金融不
安の高まりとともに、世界規模の経済減速が始ま
ると、極めて大きな経済収縮に直面することとな
った。しかし、世界的な経済危機に対し、多くの
国々が共通の問題意識のもとに政策協調を行って
おり、その成果は次第に現れてきている。
　こうした中で、我が国においても景気は持ち直
してきたが、回復過程としての自律性は乏しく、
依然として厳しい状態にある。
　雇用情勢については、完全失業率は 2009 年7月
の 5.7％から 10 月の 5.1％へと低下しているが、
依然として高い水準にあり、新規求人は持ち直し
の動きが見られるものの、有効求人倍率はほぼ横
ばいで推移しているなど、依然として厳しい状況
にある。
　賃金については、特別給与などの大きな減少に
より、2009 年の現金給与総額の減少幅は歴史的
にみても大きなものとなる見込みである。労働時

間については、製造業を中心に 2008 年末から所
定外労働時間が大きく減少したが、2009 年の３月
を底に次第に回復する傾向がみられる。
　勤労者家計については、2009 年に入って消費
者物価が下落を続けている中で、経済対策の効果
もあって消費に持ち直しの動きがみられる。
　生産や所定外労働時間などの指標が増加に転じ
る中で、今後に向け、景気回復の動きを着実なも
のとしていくためには、雇用の安定のための取組
を基本に、新たな産業分野を展望しつつ、雇用機
会の創出に積極的に取り組んでいくことが大切で
ある。新たな産業構造が人々の入職行動を通じて
実現されていくことの意義を踏まえながら、雇用
の受け皿づくりや、そこにおける人材ニーズの把
握、就業促進のための措置、中長期的視野をもっ
た技術・技能の蓄積や人材育成などに一体的に取
り組むことができるよう、今後の政策対応の充実、
高度化、総合化が課題となっていると言えよう。

概　

況
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を
も
た
ら
す
こ
と
が
で
き
る
が
、
十
分
な
景

気
の
拡
張
が
み
ら
れ
ず
完
全
失
業
率
を
改
善

さ
せ
る
こ
と
が
出
来
な
か
っ
た
こ
と
も
あ
っ

た
。二

〇
〇
八
年
以
降
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
と
労
働
経
済

指
標
の
動
き
を
み
る
と
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
と
所
定
外

労
働
時
間
は
二
〇
〇
九
年
一
～
三
月
期
を
底

に
四
～
六
月
期
よ
り
持
ち
直
し
の
動
き
が
み

ら
れ
る
。
雇
用
者
数
は
七
～
九
月
期
に
増
加

が
み
ら
れ
た
。
ま
た
、
四
半
期
ご
と
に
み
れ

ば
、
有
効
求
人
倍
率
は
低
下
の
テ
ン
ポ
が
小

さ
く
な
っ
た
と
は
い
え
低
下
し
て
お
り
、
完

全
失
業
率
も
上
昇
し
て
い
る
。
な
お
、
月
次

で
み
れ
ば
、
完
全
失
業
率
は
、
二
〇
〇
九
年

七
月
の
五
・
七
％
を
ピ
ー
ク
に
、
八
月
は
五
・

五
％
、
九
月
は
五
・
三
％
、
一
〇
月
は
五
・

一
％
と
低
下
し
て
お
り
、
有
効
求
人
倍
率
は
、

二
〇
〇
九
年
七
月
は
〇
・
四
二
倍
、
八
月
は

〇
・
四
二
倍
、
九
月
は
〇
・
四
三
倍
、
一
〇

月
は
〇
・
四
四
倍
と
な
っ
て
い
る
（
第
１
図
）。

第１図　景気循環と労働経済指標

資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」、「毎月勤労統計調査」　総務省「労働力調査」　内閣府「国民経済計算」
　　　（注）1)数値は四半期値の季節調整値。雇用者数は前期差。所定外労働時間は従業員３０人以上規模計。
　　　　　　2)雇用者数の回復過程（景気後退過程以後の最低水準を超えた以降）の棒グラフは黒としている。
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こ
れ
ら
の
動
き
を
踏
ま
え
る
と
、
現
在
の

労
働
経
済
指
標
は
、
お
お
む
ね
一
般
的
な
景

気
回
復
過
程
に
お
け
る
動
き
を
示
し
て
い
る

も
の
と
思
わ
れ
る
が
、
景
気
の
回
復
を
着
実

な
雇
用
の
改
善
に
つ
な
げ
る
た
め
に
は
、
人

材
育
成
、
労
働
力
需
給
調
整
、
雇
用
促
進
な

ど
の
政
策
対
応
を
一
体
的
、
総
合
的
に
運
営

す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
雇
用
機
会
を
創
造
し
、

失
業
者
の
就
職
の
促
進
を
図
る
こ
と
が
重
要

で
あ
る
。

（
景
気
の
回
復
と
雇
用
人
員
判
断
、
雇
用
調

整
実
施
事
業
所
割
合
の
動
き
）

景
気
循
環
に
お
け
る
企
業
の
雇
用
人
員
判

断
と
雇
用
調
整
実
施
事
業
所
割
合
の
推
移
を

み
る
と
、
そ
の
動
き
は
い
ず
れ
も
景
気
循
環

の
動
き
と
ほ
ぼ
一
致
し
て
い
る
。
雇
用
人
員

判
断
に
つ
い
て
は
、
二
〇
〇
九
年
の
四
～
六

月
期
よ
り
低
下
し
て
お
り
、
雇
用
調
整
実
施

事
業
所
割
合
に
つ
い
て
は
、
二
〇
〇
九
年
の

四
～
六
月
期
で
は
増
加
幅
が
縮
小
し
、
七
～

九
月
期
の
予
測
値
は
減
少
を
示
し
て
お
り
、

こ
れ
ら
の
指
標
に
つ
い
て
も
お
お
む
ね
一
般

的
な
景
気
回
復
過
程
に
お
け
る
動
き
を
示
し

て
い
る
も
の
と
思
わ
れ
る
（
第
２
図
）。

（
２
）労
働
力
需
給
と
雇
用
の
動
向

（
完
全
失
業
率
や
有
効
求
人
倍
率
は
大
き
く

悪
化
）

完
全
失
業
率
（
季
節
調
整
値
）
は
、
二
〇

〇
八
年
一
〇
～
一
二
月
期
に
は
四
・
〇
％
で

あ
っ
た
が
、二
〇
〇
九
年
七
～
九
月
期
に
五
・

五
％
（
男
性
五
・
八
％
、
女
性
五
・
〇
％
）

と
な
り
、
四
半
期
値
で
過
去
最
高
を
記
録
し

た
。
な
お
、
月
次
で
み
る
と
、
二
〇
〇
九
年

七
月
の
五
・
七
％
を

ピ
ー
ク
に
低
下
し
、

一
〇
月
は
五
・
一
％

と
な
っ
た
。

ま
た
、
有
効
求
人

倍
率
（
季
調
値
）
の

動
き
を
み
る
と
、
二

〇
〇
六
年
一
〇
～
一

二
月
期
の
一
・
〇
七

倍
よ
り
一
貫
し
て
低

下
を
続
け
、
二
〇
〇

九
年
一
～
三
月
期
に

〇
・
五
九
倍
、
四
～

六
月
期
に
〇
・
四
五

倍
、
七
～
九
月
期
に

〇
・
四
二
倍
と
な
り
、

四
半
期
値
で
過
去
最

低
水
準
な
っ
た
。
ま

た
、
新
規
求
人
倍
率

（
季
調
値
）
は
、
二

〇
〇
九
年
一
～
三
月

期
に
〇
・
八
一
倍
、

四
～
六
月
期
に
〇
・

七
六
倍
、
七
～
九
月

期
に
〇
・
七
七
倍
と

な
っ
た
（
第
３
図
）。

労
働
力
需
給
を
み

る
と
、
求
人
に
つ
い

て
は
、
有
効
求
人
数
、

資料出所　厚生労働省「労働経済動向調査」、日本銀行「全国短期経済観測調査」
　　　（注）　1）1984年8月調査から199３年11月調査の産業計は、「製造業」「卸売・小売業,飲食店」「サービス業」の３産業。
　　　　　　　2）1994年2月調査から1998年11月調査の産業計は、従来の３産業計に「建設業」、「運輸・通信業」を追加した5産業。
　　　　　　　３）1999年2月調査から200３年11月調査の産業計は、従来の5産業計に「金融・保険業」、「不動産業」を追加した7産業。
　　　　　　　4）2004年2月調査以降は日本標準産業分類の改訂により、調査対象の産業区分が従来の7産業から9産業となったため、
　　　　　　　　 産業別の数値については接続しない。
　　　　　　　5） 2009年2月調査以降は日本標準産業分類の改訂により、調査対象の産業区分が従来の9産業から11産業となり、同時に「医療，福

祉」を追加したため、産業計及び産業別の数値については厳密には接続しない。
　　　　　　　６）グラフのシャドー部分は景気後退期。
　　　　　　　7）雇用人判断について、2004年３月調査より、調査対象企業の見直し等が行われたため、数値は接続しない。
　　　　　　　8）雇用調整実施事業所割合について、2009年7～9月値は2009年8月調査における予測値。

第２図　　雇用人員判断と雇用調整実施事業所割合の推移
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第２図 雇用人員判断と雇用調整実施事業所割合の推移
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第３図　求人倍率及び完全失業率の推移 ( 季節調整値）

資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省統計局「労働力調査」
　　　（注）　1）データは四半期平均値（季節調整値）。また、グラフのシャドー部分は景気後退期。
　　　　　　　2）有効求人倍率及び新規求人倍率については、197３年から沖縄を含む。
　　　　　　　３）完全失業率については、197３年7月から沖縄を含む。
　　　　　　　4）有効求人倍率及び新規求人倍率については、新規学卒者を除きパートタイムを含む。
　　　　　　　5）完全失業率の四半期値は、月次の季節調整値を単純平均したもの。
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新
規
求
人
数
と
も
に
二
〇
〇
六
年
の
七
～
九

月
期
か
ら
長
期
的
に
減
少
し
て
き
た
が
、
有

効
求
人
数
に
つ
い
て
は
、
二
〇
〇
九
年
七
～

九
月
期
で
一
二
四
万
人
（
季
調
値
）
と
な
り
、

新
規
求
人
数
に
つ
い
て
は
、
二
〇
〇
九
年
七

～
九
月
期
に
三
年
ぶ
り
に
増
加
し
、
五
一
万

人
（
季
調
値
）
と
な
っ
て
い
る
。

求
職
の
動
き
を
み
る
と
、
新
規
求
職
は
二

〇
〇
八
年
一
～
三
月
期
以
降
、
有
効
求
職
は

二
〇
〇
八
年
四
～
六
月
期
以
降
、
お
お
む
ね

増
加
傾
向
に
あ
る
。
二
〇
〇
九
年
七
～
九
月

期
に
は
、
新
規
求
職
者
数
（
季
調
値
）
は
六

七
万
人
、
有
効
求
職
者
数
（
季
調
値
）
は
二

九
二
万
人
と
な
っ
て
い
る
。

（
製
造
業
を
中
心
に
減
少
し
た
雇
用
者
数
）

雇
用
者
数
に
つ
い
て
、

二
〇
〇
九
年
の
動
き
を

み
る
と
、
二
〇
〇
九
年

一
～
三
月
期
は
五
〇
八

六
万
人
（
前
年
同
期
差
二
二
万
人
減
）、
四

～
六
月
期
は
五
一
〇
五
万
人
（
同
七
六
万
人

減
）、
七
～
九
月
期
は
五
一
一
二
万
人
（
同

五
二
万
人
減
）
と
景
気
後
退
過
程
の
中
で
前

年
同
月
差
で
減
少
を
続
け
て
い
る
。
産
業
別

に
み
る
と
、
製
造
業
に
お
い
て
特
に
減
少
幅

が
大
き
く
、
二
〇
〇
七
年
七
～
九
月
期
に
九

九
三
万
人
（
前
年
同
月
差
九
一
万
人
減
）
と

な
っ
て
い
る
。
一
方
で
、
医
療
、
福
祉
に
つ

い
て
は
雇
用
者
数
は
増
加
し
て
お
り
、
二
〇

〇
九
年
七
～
九
月
期
は
五
九
六
万
人
（
前
年

同
月
差
四
〇
万
人
増
）
と
な
っ
て
い
る
（
第

４
図
）。

（
非
自
発
的
離
職
者
の
増
加
に
よ
り
完
全
失

業
者
数
は
増
加
）

景
気
後
退
過
程
に
お
け
る
完
全
失
業
者
数

の
推
移
を
み
る
と
、
二
〇
〇
七
年
（
一
～
九

月
平
均
）
か
ら
二
〇
〇
九
年
（
一
～
九
月
平

均
）
に
か
け
て
は
七
八
万
人
増
の
三
三
七
万

人
と
な
り
、
う
ち
非
自
発
的
離
職
者
は
六
二

万
人
増
の
一
四
五
万
人
と
な
っ
た
。
こ
の
二

年
間
で
増
加
し
た
完
全
失
業
者
の
う
ち
約
八

割
が
非
自
発
的
離
職
者
だ
っ
た
こ
と
が
わ
か

る
。
ま
た
、
一
九
九
七
年
か
ら
一
九
九
九
年
、

二
〇
〇
〇
年
か
ら
二
〇
〇
二
年
の
過
去
の
景

気
後
退
過
程
に
お
け
る
失
業
者
の
増
加
の
動

き
と
比
較
す
る
と
、
二
五
～
三
四
歳
層
、
三

五
～
四
四
歳
層
に
お
い
て
非
自
発
的
離
職
に

よ
る
失
業
の
増
加
が
目
立
っ
て
お
り
、
一
九

九
〇
年
代
以
降
、
若
年
層
に
不
安
定
就
業
が

増
加
す
る
中
で
、
今
回
の
景
気
後
退
過
程
に

お
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
年
齢
層
に
お
け
る
雇

用
調
整
の
影
響
が
大
き
か
っ
た
と
考
え
ら
れ

る
（
第
５
図
）。

（
減
少
傾
向
に
あ
る
パ
ー
ト
、
派
遣
、
契
約

社
員
等
）

就
業
形
態
別
の
雇
用
の
現
状
に
つ
い
て
は
、

一
九
八
〇
年
代
以
降
、
パ
ー
ト
、
派
遣
、
契

約
社
員
な
ど
正
規
の
職
員
・
従
業
員
以
外
の

数
や
割
合
は
上
昇
傾
向
に
あ
っ
た
が
、
二
〇

〇
八
年
一
～
三
月
期
は
、
パ
ー
ト
、
派
遣
、

契
約
社
員
等
が
一
七
三
七
万
人
（
三
四
・
〇

資料出所　総務省統計局「労働力調査特別調査」（2月調査）（1984年～2001年）、「労働力調査（詳細集計）」
　　　　　（1～３月平均）（2002年～2007年）
　（注）1）( )内は役員を除く雇用者数に対する割合である。
　　　   2） 2002年に「パート・アルバイト」の数が減少し、「労働者派遣事業所の派遣社員,契約社員･嘱託、その他」が

大きく増加している理由として、「労働力調査（詳細結果）」の調査票の選択肢が2001年以前の「労働力調査
特別調査」の調査票の選択肢と異なることが影響している可能性がある。

第４図　　雇用者数（前年同期比）の産業別内訳（公務を除く）
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資料出所　総務省統計局「労働力調査」

第５図　年齢階級、求職理由別失業者数の推移

資料出所　総務省統計局「労働力調査」
（注）1）2００7年及び2００9年はそれぞれ1月から9月までの数値の平均値を比較したもの。
　　　2）数値は各期間における変化差
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％
）、
二
〇
〇
九
年
一
～
三
月
期
は
、
一
六

九
九
万
人
（
三
三
・
四
％
）
と
な
り
、
そ
の

数
や
割
合
は
低
下
し
た
。
ま
た
、
パ
ー
ト
、

派
遣
、
契
約
社
員
等
の
数
は
、
前
年
同
期
差

で
み
て
、
二
〇
〇
九
年
一
～
三
月
期
は
三
八

万
人
減
、
二
〇
〇
九
年
四
～
六
月
期
は
四
七

万
人
減
、
二
〇
〇
九
年
七
～
九
月
期
は
三
六

万
人
減
と
減
少
し
て
い
る
。
一
方
、
正
規
の

職
員
・
従
業
員
に
つ
い
て
は
、
前
年
同
期
差

で
み
て
、
二
〇
〇
九
年
一
～
三
月
期
は
一
五

万
人
増
、
二
〇
〇
九
年
四
～
六
月
期
は
二
九

万
人
減
、
二
〇
〇
九
年
七
～
九
月
期
は
一
五

万
人
減
と
、
パ
ー
ト
、
派
遣
、
契
約
社
員
等

に
比
べ
て
雇
用
者
数
の
変
化
が
小
さ
い
。
こ

れ
は
、
二
〇
〇
八
年
の
秋
以
降
、
外
需
の
落

ち
込
み
に
よ
り
大
き
な
経
済
収
縮
に
直
面
す

る
中
で
、
雇
用
の
削
減
を
と
も
な
う
雇
用
調

整
が
非
正
規
労
働
者
に
集
中
的
に
現
れ
た
こ

と
に
よ
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
ま
た
、
こ

う
し
た
非
正
規
労
働
者
の
雇
用
調
整
は
、
前

述
の
よ
う
な
二
五
～
三
四
歳
層
、
三
五
～
四

四
歳
層
に
お
け
る
非
自
発
的
な
離
職
者
の
増

加
に
つ
な
が
っ
て
い
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る

（
第
６
表
）。

（
３
）産
業
・
雇
用
の
動
向
と
展
望

（
産
業
別
に
み
た
雇
用
の
動
向
）

雇
用
者
数
の
増
加
率
に
対
す
る
産
業
別
の

寄
与
度
を
長
期
的
に
み
る
と
、
一
九
五
〇
年

代
は
、
特
に
製
造
業

の
寄
与
度
が
大
き
く
、

一
九
六
〇
年
代
に
お

い
て
も
、
卸
売
・
小

売
業
、
飲
食
店
、
サ

ー
ビ
ス
業
等
と
と
も

に
雇
用
の
増
加
を
牽

引
し
て
き
た
。
一
九

七
〇
年
代
に
入
る
と
、

製
造
業
の
寄
与
度
が

小
さ
く
な
る
一
方
、

引
き
続
き
、
卸
売
・

小
売
業
、
飲
食
店
や

サ
ー
ビ
ス
業
の
寄
与

は
大
き
か
っ
た
。
一

九
八
〇
年
代
以
降
は

卸
売
・
小
売
業
、
飲

食
店
の
寄
与
度
も
縮

小
傾
向
に
な
り
、
サ

ー
ビ
ス
業
の
雇
用
の

増
加
が
我
が
国
の
雇

用
者
数
の
増
加
を
支

え
て
き
た
。
そ
し
て
、

二
〇
〇
〇
年
代
に
は

引
き
続
き
サ
ー
ビ
ス

業
で
の
雇
用
が
拡
大

し
た
ほ
か
、
運
輸
・

通
信
業
や
農
林
漁
業

で
も
雇
用
の
拡
大
が
み
ら
れ
る
。

経
済
指
標
に
回
復
の
動
き
が
み
ら
れ
る
中

で
、
今
後
は
、
雇
用
機
会
を
拡
大
さ
せ
、
雇

用
情
勢
を
改
善
さ
せ
て
い
く
こ
と
が
課
題
に

な
る
。
そ
の
た
め
に
も
、
長
期
的
な
産
業
構

造
の
動
き
を
踏
ま
え
な
が
ら
人
材
育
成
、
労

働
力
需
給
調
整
、
雇
用
促
進
な
ど
の
政
策
対

応
を
一
体
的
、
総
合
的
に
運
営
し
て
い
く
こ

と
が
求
め
ら
れ
る
（
第
７
図
）。

（
若
年
層
の
入
職
行
動
は
産
業
構
造
に
大
き

な
影
響
）

主
要
産
業
別
就
業
者
構
成
割
合
を
同
時
出

生
集
団
（
コ
ー
ホ
ー
ト
）
ご
と
に
み
る
と
、

一
九
六
五
年
に
一
五
～
二
四
歳
だ
っ
た
層
で

は
、
一
九
六
五
年
か
ら
一
九
七
五
年
に
か
け

て
製
造
業
の
比
率
が
大
き
く
変
化
し
、
全
体

の
構
成
割
合
も
変
化
し
て
い
る
が
、
そ
れ
以

降
は
、
そ
の
割
合
は
一
九
九
五
年
ま
で
大
き

く
変
化
す
る
こ
と
な
く
推
移
し
て
い
る
。
そ

し
て
、
当
該
世
代
が
五
五
～
六
四
歳
と
な
る

二
〇
〇
五
年
に
は
、
定
年
退
職
や
そ
れ
に
伴

う
再
就
職
等
の
影
響
も
あ
り
大
き
く
構
成
割

合
を
変
化
さ
せ
て
い
る
。
一
九
七
五
年
、
一

九
八
五
年
に
一
五
～
二
四
歳
だ
っ
た
層
に
つ

い
て
も
、
彼
ら
が
二
五
～
三
四
歳
に
な
っ
た

と
き
に
形
成
さ
れ
る
産
業
別
就
業
者
構
成
割

合
は
、
社
会
全
体
の
構
成
割
合
の
変
化
に
比

べ
て
変
化
は
少
な
く
、
そ
れ
が
維
持
さ
れ
て

い
る
。
ま
た
、
年
齢
計
の
産
業
別
就
業
者
構

成
割
合
を
み
る
と
、
サ
ー
ビ
ス
業
の
比
率
は

一
九
六
五
年
よ
り
一
貫
し
て
上
昇
し
、
製
造

業
は
一
九
七
五
年
か
ら
減
少
し
て
い
る
が
、

そ
う
し
た
変
化
に
最
も
影
響
を
与
え
て
い
る

世
代
を
各
年
で
み
る
と
、
二
五
～
三
四
歳
層

で
あ
る
こ
と
が
多
い
（
第
８
図
）。

コ
ー
ホ
ー
ト
ご
と
の
産
業
別
就
業
者
構
成

割
合
は
、
二
五
～
三
四
歳
か
ら
四
五
～
五
四

資料出所　総務省統計局「労働力調査特別調査」（2月調査）（1984年～2001年）、「労働力調査（詳細集計）」
　　　　　　　（1～３月平均）（2002年～2007年）
　　　（注）　1）( )内は役員を除く雇用者数に対する割合である。
　　　　　　　2） 2002年に「パート・アルバイト」の数が減少し、「労働者派遣事業所の派遣社員,契約社員･嘱託,その他」が大きく増加し

ている理由として、「労働力調査（詳細結果）」の調査票の選択肢が2001年以前の「労働力調査特別調査」の調査票の選
択肢と異なることが影響している可能性がある。

第６表　雇用形態別雇用者数の推移
（単位　万人、％ )

年・期 役員を除く
雇用者

正 規 の 職 員・
従業員

パート・派遣・契約社員等
パ ー ト・ ア ル
バイト

労働者派遣事業所の派遣社員 , 契約
社員･嘱託 , その他 うち派遣社員

1984 ３9３６ ３３３３ (84.7) ６04 (15.３) 440 (11.2) 1６4 (4.2) - -
85 ３999 ３３4３ (8３.６) ６55 (1６.4) 499 (12.5) 15６ (３.9) - -
8６ 405６ ３３8３ (8３.4) ６7３ (1６.６) 52３ (12.9) 150 (３.7) - -
87 4048 ３３３7 (82.4) 711 (17.６) 5６1 (1３.9) 150 (３.7) - -
88 41３2 ３３77 (81.7) 755 (18.３) 599 (14.5) 15６ (３.8) - -
89 42６9 ３452 (80.9) 817 (19.1) ６5６ (15.4) 1６1 (３.8) - -
90 4３６9 ３488 (79.8) 881 (20.2) 710 (1６.３) 171 (３.9) - -
91 45３６ ３６３9 (80.2) 897 (19.8) 7３4 (1６.2) 1６３ (３.６) - -
92 4６６4 ３705 (79.4) 958 (20.5) 782 (1６.8) 17６ (３.8) - -
9３ 474３ ３75６ (79.2) 98６ (20.8) 801 (1６.9) 185 (３.9) - -
94 477６ ３805 (79.7) 971 (20.３) 800 (1６.8) 171 (３.６) - -
95 4780 ３779 (79.1) 1001 (20.9) 825 (17.３) 17６ (３.7) - -
9６ 484３ ３800 (78.5) 104３ (21.5) 870 (18.0) 17３ (３.６) - -
97 49６３ ３812 (7６.8) 1152 (2３.2) 945 (19.0) 207 (4.2) - -
98 49６7 ３794 (7６.4) 117３ (2３.６) 98６ (19.9) 187 (３.8) - -
99 491３ ３６88 (75.1) 1225 (24.9) 1024 (20.8) 201 (4.1) - -

2000 490３ ３６３0 (74.0) 127３ (2６.0) 1078 (22.0) 194 (4.0) ３３ (0.7)
01 4999 ３６40 (72.8) 1３６0 (27.2) 1152 (2３.0) 208 (4.2) 45 (0.9)
02 4891 ３48６ (71.３) 140６ (28.7) 102３ (20.9) ３8３ (7.8) ３9 (0.8)
0３ 4941 ３444 (６9.7) 149６ (３0.３) 1092 (22.1) 404 (8.2) 4６ (0.9)
04 49３4 ３３80 (６8.5) 1555 (３1.5) 110６ (22.4) 449 (9.1) ６2 (1.３)
05 492３ ３３３３ (６7.7) 1591 (３2.３) 1095 (22.2) 49６ (10.1) 95 (1.9)
0６ 5002 ３３40 (６６.8) 1６６３ (３３.2) 1121 (22.4) 542 (10.8) 121 (2.4)
07 5120 ３３9３ (６６.３) 172６ (３３.7) 11６5 (22.8) 5６1 (11.0) 121 (2.4)
08 5108 ３３71 (６６.0) 17３7 (３4.0) 114３ (22.4) 594 (11.６) 145 (2.8)
09 508６ ３３8６ (６６.６) 1６99 (３３.4) 11３2 (22.３) 5６7 (11.1) 11６ (2.３)
08 Ⅰ 5108 ３３71 (６６.0) 17３7 (３4.0) 114３ (22.4) 594 (11.６) 145 (2.8)

Ⅱ 5181 ３449 (６６.６) 17３2 (３３.4) 115６ (22.３) 57６ (11.1) 1３1 (2.5)
Ⅲ 51６4 ３３85 (６5.5) 1779 (３4.5) 1157 (22.4) ６22 (12.0) 140 (2.7)
Ⅳ 5185 ３３90 (６5.4) 179６ (３4.６) 115３ (22.2) ６4３ (12.4) 14６ (2.8)

09 Ⅰ 508６ ３３8６ (６６.６) 1６99 (３３.4) 11３2 (22.３) 5６7 (11.1) 11６ (2.３)
Ⅱ 5105 ３420 (６7.0) 1６85 (３３.0) 1128 (22.1) 557 (10.9) 105 (2.1)
Ⅲ 5112 ３３70 (６5.9) 1742 (３4.1) 11６5 (22.8) 578 (11.３) 102 (2.0)
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歳
の
間
で
は
、
時
間
が
経
過
し
た
と
し
て
も

大
き
く
変
化
す
る
こ
と
が
な
く
、
ま
た
、
二

五
～
三
四
歳
時
の
産
業
別
就
業
者
構
成
割
合

は
、
産
業
構
造
の
変
化
に
大
き
な
影
響
を
与

え
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、
社
会
全
体
の
産

業
構
造
を
考
え
る
上
で
、
若
年
時
の
入
職
行

動
は
特
に
重
要
で
あ
る
と
い
え
、
産
業
構
造

を
長
期
的
に
展
望
し
、
学
校
教
育
も
含
め
計

画
的
に
人
材
を
育
成
し
て
い
く
こ
と
が
求
め

ら
れ
る
。

（
職
業
別
に
み
た
労
働
力
需
給
の
動
向
）

職
業
別
有
効
求
人
倍
率
を
み
る
と
、
保
安

の
職
業
、
サ
ー
ビ
ス
の
職
業
で
高
く
、
専
門

的
・
技
術
的
職
業
、
運
輸
・
通
信
の
職
業
が

そ
れ
に
次
い
で
い
る
。
景
気
後
退
に
伴
い
、

全
て
の
職
業
で
二
〇
〇
七
年
と
比
べ
有
効
求

人
倍
率
は
低
下
し
た
が
、
こ
れ
ら
の
職
業
に

つ
い
て
は
、
有
効
求
人
倍
率
が
一
倍
を
超
え

て
お
り
、
求
人
数
に
対
し
、
求
職
者
が
少
な

く
、
労
働
力
需
要
が
超
過
し
て
い
る
。
逆
に
、

生
産
工
程
・
労
務
の
職
業
に
つ
い
て
は
、
二

〇
〇
七
年
の
〇
・
九
八
倍
か
ら
二
〇
〇
九
年

は
〇
・
二
六
倍
と
な
り
、
他
の
職
業
と
比
べ
、

有
効
求
人
倍
率
の
低
下
割
合
が
最
も
大
き
く

な
っ
て
い
る
（
第
９
図
）。

ま
た
、
職
業
中
分
類
で
、
有
効
求
人
倍
率

が
高
い
二
〇
の
職
業
に
つ
い
て
み
る
と
、
医

師
、
歯
科
医
師
、
獣
医
師
、
薬
剤
師
、
保
健

師
、
助
産
師
、
看
護
師
な
ど
の
医
療
関
係
職

種
が
上
位
を
占
め
、
次
い
で
保
安
の
職
業
、

接
客
・
給
仕
の
職
業
、
生
活
衛
生
サ
ー
ビ
ス

資料出所　総務省「国勢調査」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
（注）　1）卸売・小売業の1985年から1995年は飲食店を含む。
　　　　2）サービス業の19６5年は、自動車整備等、その他修理業、医療業のみを対象としている。
　　　　  　 また、2005年は、その他サービス業、飲食店，宿泊業、医療，福祉、複合サービス業を合算した

ものである。

第８図　産業別就業者構成割合（コーホート分析）
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第７図　雇用者数の増加率（年率換算）と産業別寄与度

資料出所　総務省統計局「労働力調査」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて推計
（注）　　1)（　）内が年率換算の雇用増加率。
　　　　　2） グラフについては、1950年代が195３年から19６0年、19６0年代が19６0年から70

年、 1970年代が1970年から80年、1980年代が1980年から1990年、1990年代が
1990年から2002年、2000年代が200３年から2009年9月。

　　　　　３） 製造業には鉱業を含み、運輸、通信業には電気・ガス・熱供給・水道業を含
み、卸売・小売業，飲食店には金融・保険，不動産業を含む。

　　　　　4）産業分類の変更のため、厳密な接合はできていない。
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の
職
業
が
上
位
に
入
っ
て
い
る
。
中
分
類
で

み
て
も
、
保
安
の
職
業
、
サ
ー
ビ
ス
の
職
業
、

専
門
的
・
技
術
的
職
業
の
割
合
が
高
く
、
他

の
職
業
に
比
べ
景
気
後
退
の
影
響
が
少
な
く
、

人
手
不
足
感
が
あ
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る

（
第
10
図
）。

（
職
業
別
に
み
た
有
効
求
人
倍
率
と
待
遇
面

で
の
不
満
）

職
業
ご
と
に
離
職
率
と
有
効
求
人
倍
率
を

み
る
と
、「
労
働
条
件
が
悪
か
っ
た
」、「
収
入

が
少
な
か
っ
た
」
と
い
っ
た
待
遇
に
不
満
を

持
つ
者
の
離
職
率
に
対
す
る
寄
与
度
が
高
い

サ
ー
ビ
ス
職
業
従
事
者
、
販
売
従
事
者
、
運

輸
・
通
信
従
事
者
と
い
っ
た
職
業
で
は
有
効

求
人
倍
率
も
高
い
こ
と
が
わ
か
る（
第
11
図
）。

こ
れ
ら
の
職
業
で
は
、
労
働
条
件
と
求
人
条

件
を
改
善
さ
せ
、
労
働
者
の
定
着
を
図
る
こ

と
が
課
題
で
あ
る
。

な
お
、
有
効
求
人
倍
率
の
高
い
専
門
的
・

技
術
的
職
業
従
事
者
や
保
安
職
業
従
事
者
に

つ
い
て
は
、
必
ず
し
も
離
職
率
が
高
い
訳
で

は
な
く
、
求
人
の
充
足
に
向
け
た
対
応
の
強

化
も
求
め
ら
れ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

（
今
後
の
雇
用
の
展
望
）

経
済
指
標
に
回
復
の
動
き
が
み
ら
れ
る
中

で
、
今
後
は
、
雇
用
機
会
を
拡
大
さ
せ
、
雇

用
情
勢
を
改
善
さ
せ
て
い
く
こ
と
が
課
題
に

な
る
。
そ
の
た
め
に
は
、
雇
用
創
出
が
見
込

ま
れ
る
産
業
分
野
を
見
定
め
、
今
後
の
産
業

構
造
の
動
き
を
展
望
す
る
と
と
も
に
、
そ
れ

を
踏
ま
え
た
総
合
的
な
政
策
対
応
が
求
め
ら

れ
る
。
人
材
育
成
、
人
材
定
着
の
た
め
の
労

働
条
件
の
向
上
、
労
働
力
需
給
調
整
、
雇
用

促
進
な
ど
の
政
策
対
応
を
一
体
的
、
総
合
的

に
運
営
し
、
雇
用
の
量
的
な
拡
大
と
と
も
に

第９図　　職業大分類別有効求人倍率の推移
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(倍) 第９図 職業大分類別有効求人倍率の推移
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第10図　　職業中分類別有効求人倍率

資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」
　　注） 1）2009年を基準に、上位20職業を選定した。保安の職業は、大分類。
 2）2009年は1月から9月までの平均。　

資料出所　厚生労働省「職業安定業務統計」
　（注）　1）常用、パートを含む。
　　　　2）2009年は1月から9月までの平均。
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雇
用
の
質
を
高
め
て
い
く
こ
と
が
今
後
の
課

題
で
あ
る
。

２　

賃
金
・
労
働
時
間

（
１
）賃
金
の
動
向

（
現
金
給
与
総
額
の
大
き
な
減
少
）

厚
生
労
働
省
「
毎
月
勤
労
統
計
調
査
」
に

よ
り
現
金
給
与
総
額
（
調
査
産
業
計
、
事
業

所
規
模
五
人
以
上
）
の
動
き
を
四
半
期
ご
と

に
前
年
同
期
比
で
み
る
と
、
二
〇
〇
八
年
七

～
九
月
期
か
ら
減
少
し
、
二
〇
〇
九
年
一
～

三
月
期
で
減
少
幅
を
拡
大
さ
せ
、
四
～
六
月

期
で
は
前
年
同
期
比
四
・
七
％
減
と
な
り
、

統
計
的
に
把
握
で
き
る
一
九
九
一
年
以
降
で

は
最
大
の
減
少
幅
と
な
っ
た
。
ま
た
、
二
〇

〇
九
年
一
～
九
月
期
平
均
の
現
金
給
与
総
額

（
調
査
産
業
計
）
は
事
業
所
規
模
五
人
以
上

で
は
同
三
・
八
％
減
と
な
っ
た
。

な
お
、
一
九
七
〇
年
代
以
降
、
長
期
的
な

統
計
分
析
が
可
能
な
事
業
所
規
模
三
〇
人
以

上
で
み
る
と
、
二
〇
〇
九
年
一
～
九
月
期
平

均
の
現
金
給
与
総
額
（
調
査
産
業
計
）
は
、

前
年
同
期
比
四
・
九
％
減
で
あ
り
、
統
計
的

に
把
握
で
き
る
範
囲
内
で
、
最
大
の
減
少
規

模
と
な
っ
て
い
る
。

現
金
給
与
総
額
（
調
査
産
業
計
、
事
業
所

規
模
五
人
以
上
）
の
内
訳
と
し
て
所
定
内
給

与
、
所
定
外
給
与
、
特
別
給
与
の
動
き
を
四

半
期
ご
と
に
み
る
と
、
所
定
内
給
与
は
、
二

〇
〇
八
年
四
～
六
月
期
か
ら
減
少
が
続
き
、

二
〇
〇
九
年
四
～
六
月
期
で
は
前
年
同
期
比

一
・
三
％
減
と
な
っ
た
。
二
〇
〇
九
年
一
～

九
月
期
平
均
の
所
定
内
給
与
（
調
査
産
業
計
、

事
業
所
規
模
五
人
以
上
）
は
同
一
・
二
％
減

と
な
っ
て
お
り
、
所
定
内
給
与
は
四
年
連
続

第11図　職業別離職率、有効求人倍率

資料出所　 総務省「就業構造基本調査（2007年）」、厚生労働省「職業安定業務統計（2007年）」をもとに厚生労働省労働政策担当参事
官室にて推計

　　注）1）離職率は、一年以内離職非就業者数／一年以内離職非就業者数＋有業者数×100（％）
　　　　2） 「待遇に不満」は「収入が少なかった」、「労働条件が悪かった」を合計した割合で、数値は離職率に対する寄与度。
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年・期
現金給与総額

実質賃金
一般労働者 パ ー ト タ イ

ム労働者
き ま っ て 支
給する給与 特別給与

所定内給与 所定外給与
額

2004 年 ３３2,784 41３,３25 94,229 272,047 25３,105 18,942 ６0,7３7 
05 ３３4,910 41６,452 94,514 272,802 25３,497 19,３05 ６2,108 
0６ ３３5,774 417,9３３ 95,2３2 272,６14 252,809 19,805 ６３,1６0 
07 ３３0,３1３ 41３,３42 95,209 2６9,508 249,755 19,75３ ６0,805 
08 ３３1,３00 414,449 95,87３ 270,511 251,0６8 19,44３ ６0,789 

 
前年比
2004 年 -0.7 0.３ 0.６ -0.4 -0.7 4.8 -1.8 -0.7 
05 0.６ 0.7 0.5 0.３ 0.2 1.６ 2.1 1.0 
0６ 0.３ 0.３ 0.7 0.0 -0.３ 2.６ 1.5 -0.1 
07 -1.0 -0.4 -0.7 -0.5 -0.5 0.4 -３.4 -1.1 
08 -0.３ 0.0 1.0 -0.2 -0.1 -2.2 -0.4 -1.8 
09 (1-9) -３.8 -３.３ -1.4 -2.３ -1.2 -1６.8 -14.３ -2.5 

前年同期比
2008 Ⅰ 0.8 1.1 1.4 0.4 0.2 1.６ 15.1 -0.4 

Ⅱ 0.0 0.３ 0.4 -0.2 -0.1 -0.4 0.7 -1.６ 
Ⅲ -0.4 -0.2 1.2 -0.2 -0.1 -2.0 -1.8 -2.9 
Ⅳ -1.2 -1.0 0.9 -1.0 -0.5 -7.7 -1.7 -2.３ 

2009 Ⅰ -３.0 -2.4 -1.5 -2.３ -1.1 -1６.６ -21.5 -2.8 
Ⅱ -4.7 -4.2 -1.1 -2.4 -1.３ -17.６ -1３.1 -３.7 
Ⅲ -３.６ -３.1 -1.7 -2.2 -1.３ -1３.9 -12.2 -1.1 

第12表　内訳別賃金の推移

資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」　
　（注）1）調査産業計、事業所規模5人以上。
　　　　2） 2009(1-9)は1～9月期についてみており、前年比のうち現金給与総額、所定内給与は指数、所定外給与、特別給与は実数から算出

している。
　　　　３）指数は調査対象事業所の抽出替えに伴うギャップ等を修正したもの。
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で
減
少
し
、
二
〇
〇
九
年
に
は
そ
の
減
少
幅

も
大
き
く
拡
大
す
る
と
見
込
ま
れ
る
。
所
定

外
給
与
は
、
二
〇
〇
八
年
四
～
六
月
期
か
ら

減
少
が
続
き
、
二
〇
〇
九
年
四
～
六
月
期
で

は
前
年
同
期
比
一
七
・
六
％
減
と
な
っ
た
。

二
〇
〇
九
年
一
～
九
月
期
平
均
の
所
定
外
給

与
（
調
査
産
業
計
）
は
事
業
所
規
模
五
人
以

上
で
は
前
年
同
期
比
一
六
・
八
％
減
と
な
っ

た
。
特
別
給
与
は
、
二
〇
〇
八
年
七
～
九
月

期
か
ら
減
少
が
続
き
、
二
〇
〇
九
年
一
～
三

月
期
で
は
前
年
同
期
比
二
一
・
五
％
減
と
な

っ
た
。
二
〇
〇
九
年
一
～
九
月
期
平
均
の
特

別
給
与
（
調
査
産
業
計
）
は
事
業
所
規
模
五

人
以
上
で
は
前
年
同
期
比
一
四
・
三
％
減
と

な
っ
た
。

一
般
・
パ
ー
ト
の
別
に
現
金
給
与
総
額
を

み
る
と
、
一
般
労
働
者
は
二
〇
〇
八
年
七
～

九
月
期
か
ら
減
少
が
続
き
、
二
〇
〇
九
年
四

～
六
月
期
で
は
前
年
同
期
比
四
・
二
％
減
と

な
っ
た
。
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
は
二
〇
〇

九
年
一
～
三
月
か
ら
減
少
が
続
き
、
二
〇
〇

九
年
七
～
九
月
期
で
一
・
七
％
減
と
な
っ
た
。

物
価
の
影
響
を
加
味
し
た
実
質
賃
金
を
四

半
期
ご
と
に
み
る
と
、
前
年
同
期
比
は
二
〇

〇
六
年
七
～
九
月
期
か
ら
減
少
が
続
い
て
い

る
。
二
〇
〇
八
年
の
秋
以
降
、
消
費
者
物
価

指
数
（
持
家
の
帰
属
家
賃
を
除
く
総
合
）
は

低
下
基
調
で
推
移
し
て
い
る
が
、
二
〇
〇
九

年
四
～
六
月
期
で
は
前
年
同
期
比
三
・
七
％

減
と
な
っ
た
。
た
だ
し
、
二
〇
〇
九
年
七
～

九
月
期
で
は
一
・
一
％
減
と
減
少
幅
は
縮
小

し
て
い
る
（
第
12
表
）。

主
要
産
業
別
の
現
金
給
与
総
額
を
み
る
と
、

製
造
業
は
二
〇
〇
八
年
一
〇
～
一
二
月
期
に

前
年
同
期
比
で
減
少
と
な
る
と
、
そ
の
後
、

減
少
幅
が
急
速
に
拡
大
し
、
二
〇
〇
九
年
四

～
六
月
期
で
は
九
・
五
％
減
と
な
っ
た
。
二

〇
〇
九
年
に
入
っ
て
か
ら
の
製
造
業
の
現
金

給
与
総
額
の
減
少
は
卸
売
・
小
売
業
、
サ
ー

ビ
ス
業
と
比
べ
て
も
大
き
く
、
所
定
外
給
与

や
夏
期
賞
与
で
の
減
少
が
目
立
っ
て
い
る

（
第
13
表
）。

事
業
所
規
模
別
の
現
金
給
与
総
額
の
前
年

同
期
比
を
み
る
と
、
特
に
五
〇
〇
人
以
上
規

模
は
二
〇
〇
九
年
四
～
六
月
期
で
前
年
同
期

比
一
〇
・
四
％
減
と
大
き
く
減
少
し
、
大
企

第13表　主要産業・事業所規模別の賃金及び夏季賞与の推移（前年同期比）

資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」　
（注）1）　調査産業計、事業所規模5人以上。
　　2）　指数は調査対象事業所の抽出替えに伴うギャップ等を修正したもの。

年・期
主要産業 事業所規模

調査産業計 製造業 卸売･小売業 サービス業 5００ 人以上 1００ ～ 499 人 ３０ ～ 99 人 5 ～ 29 人
現金給与総額

2008 Ⅰ 0.8 2.0 2.9 -0.2 -0.３ 1.３ 0.2 0.1 
Ⅱ 0.0 1.３ 2.4 -0.5 -1.9 -0.３ -0.2 -0.4 
Ⅲ -0.4 0.9 0.7 -1.2 -1.３ -1.0 -1.2 -0.7 
Ⅳ -1.2 -1.7 -0.３ -0.4 -３.３ -1.4 -2.2 -1.2 

2009 Ⅰ -３.0 -5.5 -2.３ -３.３ -5.7 -4.1 -4.1 -1.６ 
Ⅱ -4.7 -9.5 -4.8 -4.2 -10.4 -３.9 -7.2 -1.9 
Ⅲ -３.６ -６.5 -5.4 -2.３ -６.2 -2.1 -5.1 -３.0 

所定内給与
2008 Ⅰ 0.2 1.8 1.8 -0.2 -1.1 0.0 -0.5 0.1 

Ⅱ -0.1 1.5 1.0 -0.9 -1.4 -0.4 -0.8 -0.３ 
Ⅲ -0.1 1.0 0.8 -1.0 -1.1 -0.7 -1.0 0.1 
Ⅳ -0.5 0.7 -0.1 -1.３ -1.7 -0.8 -1.7 -0.３ 

2009 Ⅰ -1.1 -0.６ -1.2 -1.7 -1.7 -1.1 -2.６ -0.7 
Ⅱ -1.３ -1.３ -1.2 -0.６ -1.６ -0.３ -３.1 -0.7 
Ⅲ -1.３ -1.６ -1.６ -0.8 -1.4 0.３ -2.8 -1.2 

所定外給与
2008 Ⅰ 1.６ 1.1 7.0 -1.1 1.３ -0.６ 0.1 ３.8 

Ⅱ -0.4 -1.5 4.7 -2.4 -1.9 -2.9 -0.9 1.5 
Ⅲ -2.0 -4.６ 2.8 -0.8 -4.9 -4.9 -0.7 -0.３ 
Ⅳ -7.7 -17.8 0.9 -2.３ -14.0 -10.5 -7.5 -2.1 

2009 Ⅰ -1６.６ -4３.5 -６.5 -7.7 -３4.1 -1６.2 -1３.６ -11.2 
Ⅱ -17.６ -41.8 -8.1 -8.7 -３1.8 -15.4 -1６.8 -14.0 
Ⅲ -1３.9 -28.３ -14.0 -9.2 -2３.9 -9.1 -1３.9 -15.8 

特別給与
2008 Ⅰ 15.1 12.３ 25.３ 0.9 24.9 ３5.5 18.5 -4.8 

Ⅱ 0.7 1.６ 9.1 1.5 -2.9 0.5 2.4 -1.7 
Ⅲ -1.8 2.9 -0.9 -1.9 0.0 -0.4 -３.0 -4.8 
Ⅳ -1.7 -2.1 -0.６ 2.2 -３.5 -0.9 -2.4 -３.7 

2009 Ⅰ -21.5 -15.7 -20.8 -３2.7 -8.7 -３4.7 -2３.4 -12.5 
Ⅱ -1３.1 -24.7 -21.7 -1６.６ -22.4 -10.8 -18.３ -5.4 
Ⅲ -12.2 -15.1 -20.7 -9.６ -1６.６ -10.8 -15.1 -10.8 

夏季賞与
2008 年 -1.0 1.5 2.5 2.5 -2.1 -1.5 -0.8 -0.8 
09 -9.7 -1６.4 -1３.4 -11.2 -18.６ -8.1 -11.1 -5.7 
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第14図　夏季・年末賞与と売上高経常利益率の関係

資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」（調査産業計・事業所規模5人以上）、日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（全規模合計）
　　（注）　夏季賞与（▲）は前年度下期の売上高経常利益率、年末賞与（●）は今年度上期の売上高経常利益率との関係をみている。
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業
を
中
心
に
、
所
定
外
給
与
や
夏
期
賞
与
の

削
減
の
影
響
が
み
ら
れ
る
。

（
夏
季
賞
与
の
減
少
は
過
去
最
大
）

特
別
給
与
の
大
部
分
は
賞
与
で
あ
る
が
、

こ
の
う
ち
夏
季
賞
与
（
六
～
八
月
の
特
別
給

与
の
う
ち
賞
与
と
し
て
支
給
さ
れ
た
給
与
を

特
別
集
計
し
た
も
の
）
の
支
給
状
況
（
事
業

所
規
模
五
人
以
上
）
を
み
る
と
、
二
〇
〇
九

年
は
支
給
額
三
六
万
三
一
〇
四
円
、
前
年
比

九
・
七
％
減
と
な
っ
た
。

主
要
産
業
別
に
前
年
比
を
み
る
と
、
製
造

業
は
一
六
・
四
％
減
、
卸
売
・
小
売
業
は
一

三
・
四
％
減
、
サ
ー
ビ
ス
業
は
一
一
・
二
％

減
と
な
っ
た
。

事
業
所
規
模
別
に
前
年
比
を
み
る
と
、
五

〇
〇
人
以
上
規
模
は
一
八
・
六
％
減
、
一
〇

〇
～
四
九
九
人
規
模
は
八
・
一
％
減
、
三
〇

～
九
九
人
規
模
は
一
一
・
一
％
減
、
五
～
二

九
人
規
模
は
五
・
七
％
減
と
な
り
、
特
に
大

企
業
で
大
き
な
減
少
幅
と
な
っ
た
。

二
〇
〇
九
年
の
賞
与
の
減
少
は
二
〇
〇
八

年
か
ら
続
く
企
業
収
益
の
低
迷
を
反
映
し
た

も
の
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
売
上
高
経
常

利
益
率
が
低
い
時
は
、
賞
与
の
減
少
率
も
大

き
く
な
る
と
い
う
お
お
む
ね
の
関
係
が
み
ら

れ
る
（
第
14
図
）。

ま
た
、
こ
れ
ま
で
の
景
気
回
復
過
程
に
お

け
る
経
常
利
益
と
現
金
給
与
総
額
の
動
き
を

み
る
と
、
一
九
八
六
年
一
〇
～
一
二
月
期
以

降
の
回
復
過
程
や
一
九
九
三
年
一
〇
～
一
二

月
期
以
降
の
景
気
回
復
過
程
で
は
企
業
収
益

の
改
善
に
伴
い
、
経
済
成
長
の
成
果
が
労
働

者
に
所
得
と
し
て
分
配
さ
れ
た
と
言
え
る
が
、

一
九
九
九
年
一
～
三
月
期
以
降
の
景
気
回
復

過
程
や
二
〇
〇
二
年
一
～
三
月
期
以
降
の
回

復
過
程
で
は
、
経
常
利
益
が
伸
び
て
い
る
に

も
か
か
わ
ら
ず
賃
金
は
減
少
を
続
け
て
い
る

（
第
15
図
）。

今
後
の
景
気
回
復
局
面
に
お
い
て
は
、
経

済
成
長
の
成
果
が
労
働
者
に
所
得
と
し
て
適

切
に
分
配
さ
れ
る
よ
う
労
使
の
取
組
が
期
待

さ
れ
る
。

（
２
）労
働
時
間
の
動
向

（
総
実
労
働
時
間
は
減
少
を
続
け
る
）

厚
生
労
働
省
「
毎
月
勤
労
統
計
調
査
」
に

よ
り
総
実
労
働
時
間
（
調
査
産
業
計
、
事
業

所
規
模
五
人
以
上
）
を
四
半
期
ご
と
の
動
き

で
み
る
と
、
前
年
同
期
比
は
二
〇
〇
七
年
一

～
三
月
期
か
ら
減
少
し
、
二
〇
〇
八
年
秋
以

降
の
外
需
の
減
少
に
よ
る
経
済
収
縮
に
伴
い
、

二
〇
〇
八
年
一
〇
～
一
二
月
期
で
は
減
少
幅

を
拡
大
さ
せ
、
二
〇
〇
九
年
一
～
三
月
期
で

は
三
・
八
％
減
と
な
っ
た
（
第
16
表
）。

一
般
・
パ
ー
ト
の
別
に
総
実
労
働
時
間
を

み
る
と
、
一
般
労
働
者
は
二
〇
〇
八
年
一
～

三
月
期
か
ら
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
は
二
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第15図 景気回復局面における経常利益（人員１人あたり）と賃金（１人あたり現金給与総額）の

推移
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第15図   景気回復局面における経常利益（人員１人あたり）と賃金（１人あたり現金
給与総額）の推移

資料出所　 厚生労働省「毎月勤労統計調査」（調査産業計・事業所規模30人以上）、財務省「法人企業統計季報」（全産業・全規模）より労
働政策担当参事官室で試算。

　　（注）　景気の谷の期における数値を100とした、谷の期以降景気の山までの推移。数値は季節調整値の後方３期移動平均。

（単位　時間、％）

年・期
　総実労働時間

所定内労働
時間

所定外労働
時間一般労働者 パートタイ

ム労働者
時間

2004 年 151.３ 170.0 95.8 141.0 10.３ 

05 150.2 1６9.0 95.0 1３9.8 10.4 

0６ 150.9 170.1 94.8 140.2 10.7 

07 150.7 170.６ 94.0 1３9.7 11.0 

08 149.３ 1６9.３ 92.６ 1３8.６ 10.7 

前年比

2004 年 0.2 0.６ 0.2 -0.2 ３.３ 

05 -0.６ -0.６ -0.4 -0.7 1.1 

0６ 0.5 0.7 -0.３ 0.３ 2.６ 

07 -0.7 0.0 -1.9 -0.8 1.３ 

08 -1.2 -0.9 -1.7 -1.1 -1.5 

09 (1-9) -３.2 -2.8 -2.６ -2.0 -17.7 

前年同期比

2008 Ⅰ -0.4 -0.1 -1.1 -0.5 1.8 

Ⅱ -0.9 -0.６ -2.1 -1.0 -0.1 

Ⅲ -0.8 -0.4 -1.4 -0.8 -1.1 

Ⅳ -2.4 -2.1 -2.2 -2.1 -６.６ 

2009 Ⅰ -３.8 -３.5 -３.5 -2.６ -19.7 

Ⅱ -３.６ -３.３ -2.4 -2.３ -18.2 

Ⅲ -2.1 -1.8 -1.9 -1.1 -14.9 

第16表　内訳別労働時間の推移

資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」
（注） 1）　調査産業計、事業所規模5人以上。
 2）2009(1-9)は1～9月期についてみており、前年比は指数から算出している。
 ３）指数は調査対象事業所の抽出替えに伴うギャップ等を修正したもの。
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〇
〇
六
年
四
～
六
月
期
か
ら
前
年
同
期
比
で

減
少
が
続
い
て
お
り
、
二
〇
〇
九
年
一
～
三

月
期
で
は
一
般
労
働
者
三
・
五
％
減
、
パ
ー

ト
タ
イ
ム
労
働
者
三
・
五
％
減
と
と
も
に
大

き
く
減
少
し
た
。

主
要
産
業
別
の
総
実
労
働
時
間
を
み
る
と
、

製
造
業
（
事
業
所
規
模
五
人
以
上
）
は
二
〇

〇
八
年
四
～
六
月
期
か
ら
前
年
同
期
比
で
減

少
が
続
き
、
一
〇
～
一
二
月
期
に
減
少
幅
を

拡
大
さ
せ
、
二
〇
〇
九
年
四
～
六
月
期
で
は

八
・
三
％
減
と
な
っ
た
（
第
17
表
）。

（
急
激
な
落
ち
込
み
を
見
せ
た
所
定
外
労
働

時
間
の
減
少
幅
は
縮
小
）

所
定
外
労
働
時
間
は
、
生
産
の
急
激
な
落

ち
込
み
に
伴
い
、
二
〇
〇
八
年
一
〇
～
一
二

月
期
か
ら
大
き
く
減
少
し
、
二
〇
〇
九
年
一

～
三
月
期
で
は
前
年
同
期
比
一
九
・
七
％
減

と
な
り
、
七
～
九
月
期
で
は
一
四
・
九
％
減

と
減
少
幅
は
縮
小
し
て
い
る
も
の
の
、
総
実

労
働
時
間
の
減
少
に
影
響
を
与
え
て
い
る

（
第
16
表
）。
特
に
二
〇
〇
九
年
一
～
三
月

期
に
は
、
製
造
業
に
お
い

て
前
年
同
期
比
四
五
・
六

％
減
と
大
き
く
減
少
し
た

（
第
17
表
）。

製
造
業
（
事
業
所
規
模

五
人
以
上
）
の
所
定
外
労

働
時
間
の
動
向
を
季
節
調

整
値
で
み
る
と
、
二
〇
〇

八
年
一
〇
月
以
降
、
鉱
工

業
生
産
指
数
と
と
も
に
二

〇
〇
九
年
三
月
ま
で
急
激

に
低
下
し
、
前
回
の
景
気

後
退
期
の
谷
で
あ
る
二
〇

〇
二
年
一
月
を
大
き
く
下

回
り
、
一
九
九
〇
年
代
の

バ
ブ
ル
崩
壊
後
の
最
低
水

準
を
も
下
回
る
水
準
と
な

っ
た
。
そ
の
後
二
〇
〇
九

年
四
月
か
ら
持
ち
直
し
の

動
き
が
み
ら
れ
る
。
事
業

所
規
模
三
〇
人
以
上
に
お

け
る
製
造
業
の
所
定
外
労

働
時
間
の
動
向
を
季
節
調

整
値
で
み
る
と
、
二
〇
〇

九
年
三
月
ま
で
急
激
に
低

下
し
、
過
去
最
低
で
あ
っ

た
一
九
七
五
年
三
月
に
迫

る
水
準
に
ま
で
低
下
し
た

（
第
18
図
）。

第17表　主要産業・事業所規模別の労働時間の推移（前年同期比）
（単位　％）

年・期
主要産業 事業所規模

調査産業計 製造業 卸売･小売業 サービス業 500 人以上 100 ～ 499人 ３0 ～ 99 人 5 ～ 29 人

総実労働時間
2008 Ⅰ -0.4 0.1 0.4 -1.1 0.1 -0.5 -0.６ -0.5 

Ⅱ -0.9 -0.7 -0.６ -1.３ -1.0 -1.３ -1.0 -1.1 
Ⅲ -0.8 -0.9 0.0 -0.7 -0.7 -0.9 -0.5 -0.9 
Ⅳ -2.4 -３.7 -1.2 -2.4 -３.7 -2.６ -2.8 -2.1 

2009 Ⅰ -３.8 -8.６ -2.0 -３.0 -６.３ -３.６ -4.６ -2.8 
Ⅱ -３.６ -8.３ -1.３ -1.9 -5.３ -2.６ -4.4 -2.9 
Ⅲ -2.1 -4.5 -1.7 -0.8 -３.0 -0.６ -３.2 -2.2 

所定内労働時間
2008 Ⅰ -0.5 0.1 0.2 -1.4 -0.1 -0.5 -0.8 -0.7 

Ⅱ -1.0 -0.６ -0.8 -1.5 -0.8 -1.2 -1.2 -1.1 
Ⅲ -0.8 -0.３ -0.1 -1.0 -0.1 -0.7 -0.６ -1.0 
Ⅳ -2.1 -1.8 -1.2 -2.5 -2.３ -2.0 -2.３ -2.1 

2009 Ⅰ -2.６ -4.4 -1.5 -2.1 -2.8 -2.0 -３.2 -2.３ 
Ⅱ -2.３ -4.６ -0.7 -1.1 -2.３ -1.1 -３.1 -2.4 
Ⅲ -1.1 -2.1 -0.9 0.2 -0.9 0.4 -2.0 -1.5 

所定外労働時間
2008 Ⅰ 1.8 0.1 5.2 2.5 1.5 1.8 1.0 1.7 

Ⅱ -0.1 -2.６ ３.7 1.4 -2.1 -1.5 1.0 0.9 
Ⅲ -1.1 -６.0 2.1 2.9 -5.5 -３.2 0.1 0.1 
Ⅳ -６.６ -20.0 0.5 -0.６ -15.7 -9.0 -６.4 -1.7 

2009 Ⅰ -19.7 -45.６ -12.３ -1３.7 -３5.３ -21.5 -19.３ -11.4 
Ⅱ -18.2 -4３.1 -11.2 -12.2 -３2.0 -18.9 -19.8 -1３.4 
Ⅲ -14.9 -28.9 -1６.1 -12.３ -22.4 -12.0 -1６.8 -1３.9 

資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」　
（注）1）調査産業計、事業所規模5人以上。
    2）指数は調査対象事業所の抽出替えに伴うギャップ等を修正したもの。
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第18図　生産・残業時間の推移（季節調整値）

資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」、経済産業省「鉱工業生産指数」
　　（注）　シャドー部分は景気後退期。
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３　

物
価
、勤
労
者
家
計
の
動
向

（
１
）物
価
の
動
向

（
国
内
企
業
物
価
は
素
原
材
料
、
中
間
財
の

下
落
が
大
き
い
）

国
内
企
業
物
価
は
、
四
半
期
値
で
み
る
と
、

二
〇
〇
九
年
一
～
三
月
期
前
年
同
期
比
一
・

八
％
下
落
、
四
～
六
月
期
同
五
・
四
％
下
落
、

七
～
九
月
期
同
八
・
三
％
下
落
と
な
っ
た
。

二
〇
〇
八
年
の
原
油
市
況
や
鉄
鋼
価
格
高
騰

の
反
動
が
影
響
し
、
二
〇
〇
八
年
一
〇
～
一

二
月
期
以
降
下
落
幅
が
拡
大
し
て
い
る
。

品
目
分
類
別
に
み
る
と
、
石
油
・
石
炭
製

品
、
非
金
属
、
鉄
鋼
、
化
学
製
品
、
電
力
・

都
市
ガ
ス
・
水
道
、
ス
ク
ラ
ッ
プ
類
な
ど
で

物
価
の
下
落
が
み
ら
れ
た
。

ま
た
、
企
業
物
価
の
動
き
を
国
内
需
要
財

の
動
き
か
ら
み
る
と
、
原
油
や
鉄
鋼
を
は
じ

め
と
す
る
内
外
商
品
市
況
の
下
落
が
企
業
物

価
に
与
え
る
影
響
も
大
き
く
、
企
業
物
価
の

二
〇
〇
九
年
の
動
き
は
、
主
に
素
原
材
料
と

中
間
財
の
下
落
に
よ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
が

分
か
る
（
第
19
図
）。

ま
た
、
企
業
向
け
サ
ー
ビ
ス
価
格
は
、
二

〇
〇
八
年
は
総
合
で
前
年
同
月
比
〇
・
六
％

上
昇
と
な
っ
た
が
、
二
〇
〇
九
年
に
入
る
と

大
き
く
下
落
し
た
。
二
〇
〇
九
年
一
～
三
月

期
は
前
年
同
期
比
二
・
〇
％
下
落
、
四
～
六

月
期
同
二
・
八
％
下
落
、
七
～
九
月
期
同
三
・

四
％
下
落
と
下
落
幅
が
拡
大
し
て
い
る
。

（
消
費
者
物
価
は
緩
や
か
に
下
落
）

消
費
者
物
価
は
、
月
次
で
み
る
と
、
二
〇

〇
九
年
二
月
に
総
合
で
前
年
同
期
比
〇
・
一

％
の
下
落
と
な
っ
て
以
降
、
二
〇
〇
九
年
九

月
時
点
で
八
カ
月
連
続
で
前
年
同
月
比
で
み

て
マ
イ
ナ
ス
で
推
移
し
、
二
〇
〇
九
年
七
月

か
ら
は
、
三
カ
月
連
続
で
二
％
を
超
え
る
下

落
と
な
っ
て
い
る
。
四
半
期
ご
と
の
推
移
を

み
る
と
、
二
〇
〇
九
年
一
～
三
月
期
は
前
年

同
期
比
〇
・
一
％
下
落
、
四
～
六
月
期
同
一
・

〇
％
下
落
、
七
～
九
月
期
同
二
・
二
％
下
落

と
な
っ
て
い
る
。

商
品
・
サ
ー
ビ
ス
分
類
別
に
み
る
と
、
二

〇
〇
九
年
に
入
っ
て
か
ら
、
二
〇
〇
八
年
の

原
油
な
ど
燃
料
価
格
高
騰
の
反
動
の
影
響
で
、

石
油
関
連
品
は
大
き
く
下
落
に
寄
与
し
た

（
第
20
図
）。

一
方
、
食
料
（
酒
類
を
除
く
）
及
び
エ
ネ

ル
ギ
ー
を
除
く
総
合
指
数
で
み
る
と
、
二
〇

〇
九
年
一
～
三
月
期
は
前
年
同
期
比
〇
・
二

％
下
落
、
四
～
六
月
期
同
〇
・
六
％
下
落
、

七
～
九
月
期
同
〇
・
九
％
下
落
と
な
っ
て
い

る
。

（
２
）家
計
の
動
向

（
物
価
下
落
の
影
響
を
受
け
た
家
計
消
費
）

総
務
省
統
計
局
「
家
計
調
査
」
に
よ
る
と
、

勤
労
者
世
帯
の
消
費
支
出
は
、
二
〇
〇
九
年

一
～
九
月
平
均
で
前
年
同
期
比
名
目
一
・
七

％
減
、
実
質
〇
・
四
％
減
と
な
っ
た
。
四
半

期
ご
と
の
消
費
支
出
の
推
移
を
み
る
と
、
二

〇
〇
九
年
一
～
三
月
期
は
名
目
、
実
質
と
も

に
前
年
同
期
比
で
減
少
と
な
っ
て
い
た
が
、

四
～
六
月
期
は
名
目
は
減
少
と
な
っ
た
も
の

第19図　企業物価指数（国内需要材）上昇率の需要段階別寄与度
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資料出所　日本銀行「企業物価指数」より厚生労働省労働政策担当参事官室にて試算

第20図　消費者物価上昇率の財・サービス分類別寄与度

資料出所　総務省統計局「消費者物価指数」より厚生労働省労働政策担当参事官室にて算出
　　　（注）　消費者物価指数（財・サービス分類）を以下のとおり一部組み替えている。
　　　　　　　　 公共料金：公共サービス、電気・都市ガス・水道
　　　　　　　　 石油関連品：灯油、プロパンガス、ガソリン
　　　　　　　　 生鮮商品：生鮮野菜、生鮮果物、生鮮魚介、肉類等　　
　　　　　　　 　サービス：公共サービスを除くサービス
　　　　　　　　 一般商品：石油関連品を除く工業製品、米類、出版物等　
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の
、
実
質
で
は
前
年
同
期
比
〇
・
五
％
の
増

加
と
な
っ
た
。
七
～
九
月
期
は
実
質
で
は
同

〇
・
一
％
の
増
加
と
な
っ
た
（
第
21
表
）。

四
半
期
ご
と
に
消
費
支
出
の
特
徴
を
、
実

質
増
減
率
（
対
前
年
同
期
比
）
で
み
る
と
、

二
〇
〇
九
年
一
～
三
月
期
は
、
気
温
が
高
く

推
移
し
た
た
め
、
暖
房
器
具
な
ど
の
購
入
が

伸
び
ず
家
具
・
家
事
用
品
が
前
年
同
期
比
八
・

〇
％
減
と
な
っ
た
。
一
方
、
テ
レ
ビ
な
ど
の

教
養
娯
楽
用
耐
久
財
は
エ
コ
ポ
イ
ン
ト
制
度

導
入
の
関
係
で
大
幅
に
増
加
と
な
っ
た
。

四
～
六
月
期
は
、
四
月
下
旬
の
新
型
イ
ン

フ
ル
エ
ン
ザ
発
生
を
受
け
て
マ
ス
ク
の
購
入

が
大
幅
に
伸
び
保
健
医
療
が
同
五
・
二
％
増

と
な
っ
た
。
ま
た
、
エ
コ
ポ
イ
ン
ト
制
度
の

効
果
も
あ
り
テ
レ
ビ
な
ど
の
教
養
娯
楽
用
耐

久
財
の
消
費
は
引
き
続
き
伸
び
た
も
の
の
、

新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
の
影
響
を
受
け
旅
行

な
ど
が
控
え
ら
れ
た
影
響
で
、
教
養
娯
楽
全

体
で
は
同
〇
・
二
％
減
と
な
っ
た
。

七
～
九
月
期
は
、
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ

の
再
流
行
の
兆
し
も
あ
っ
て
マ
ス
ク
や
衛
生

用
品
の
購
入
が
引
き
続
き
伸
び
、
保
健
医
療

が
同
四
・
〇
％
増
と
な
っ
た
。
ま
た
、
環
境

対
応
車
の
購
入
に
係
る
減
税
・
補
助
に
よ
る

自
動
車
購
入
の
増
加
や
、
原
油
価
格
高
騰
の

反
動
、
高
速
道
路
休
日
上
限
一
〇
〇
〇
円
と

す
る
政
策
効
果
な
ど
に
よ
り
、
交
通
・
通
信

が
三
・
四
％
増
と
な
っ
た
。
旅
行
に
つ
い
て

も
、
九
月
の
大
型
連
休
（
シ
ル
バ
ー
ウ
ィ
ー

ク
）
を
む
か
え
高
い
伸
び
率
と
な
り
、
エ
コ

ポ
イ
ン
ト
制
度
で
引
き
続
き
好
調
な
教
養
娯

楽
用
耐
久
財
と
併
せ
て
、教
養
娯
楽
は
同
三
・

二
％
増
と
な
っ
た
。
一
方
で
、
天
候
不
順
に

よ
る
季
節
商
品
が
伸
び
悩
ん
だ
こ
と
に
よ
り
、

被
服
及
び
履
物
は
同
一
〇
・
七
％
減
と
な
っ

た
。

（
上
昇
傾
向
に
あ
る
消
費
者
心
理
）　

消
費
者
心
理
の
代
表
的
な
指
標
で
あ
る
消

費
者
態
度
指
数
（
季
節
調
整
値
）
を
み
る
と
、

二
〇
〇
七
年
に
低
下
傾
向
と
な
り
、
二
〇
〇

八
年
に
大
き
く
落
ち
込
ん
だ
が
、
二
〇
〇
九

年
に
入
り
、
再
び
上
昇
が
み
ら
れ
る
よ
う
に

な
っ
た
。（
第
22
図
）。

消
費
者
態
度
指
数
（
季
節
調
整
値
）
を
構

成
す
る
各
項
目
の
中
で
、
二
〇
〇
七
年
三
月

期
以
降
、
他
の
指
標
に
比
べ
低
下
幅
が
大
き

か
っ
た
の
は
雇
用
環
境
で
あ
っ
た
が
、
二
〇

〇
九
年
に
入
り
他
の
項
目
に
比
べ
上
昇
し
て

い
る
。

（単位　％）

年・期
消費支出 実収入 平均消費

性向
消費者物価

指数可処分所得 非消費支出

名目 実質 名目 実質 名目 名目
前年比［実質消費支
出への寄与］

2007 年 1.0 0.9 0.６ [ 0.7] 0.5 0.2 2.4 [-0.5] 7３.1 [0.６] 0.1 [-0.1]
08 0.5 -1.1 1.0 [ 1.2] -0.６ 0.1 ６.1 [-1.2] 7３.4 [0.３] 1.６ [-1.６]

前年同期比
2009 年 Ⅰ -2.1 -2.0 -1.３ -1.2 -2.1 2.9 -0.1 0.1

Ⅱ -0.６ 0.5 -1.9 -0.8 -1.8 -2.7 0.8 1.1
Ⅲ -2.5 0.1 -３.1 -0.5 -３.8 0.1 1.0 2.６

指数（季節調整値）
2008 Ⅰ 99.5 98.３ 101.5 100.2 100.1 74.2

Ⅱ 98.8 97.1 101.2 99.６ 99.３ 74.３
Ⅲ 99.2 9６.5 101.5 98.7 100.0 74.0
Ⅳ 9６.9 94.8 102.7 100.4 101.３ 71.4

09 Ⅰ 97.4 9６.３ 100.2 99.1 98.0 74.1
Ⅱ 98.３ 97.６ 99.３ 98.7 97.６ 75.2
Ⅲ 9６.7 9６.６ 98.３ 98.2 9６.2 75.0

第21表　家計主要項目（全国勤労者世帯）と実質消費の増減要因

資料出所　総務省統計局「家計調査」、「消費者物価指数」から厚生労働省労働政策担当参事官室にて算出
　（注）　1） 指数（季節調整値）の欄は、2005年を100とした指数である。
　　　　2） 平均消費性向の前年比、指数（季節調整値）の欄には水準、前年同期比の欄には前年同期とのポイント

差を示している。
　　　　３）消費者物価指数は「持ち家の帰属家賃を除く総合指数」である。
　　　　4） ［　］内は消費支出の実質増減率への寄与度であり、その合計は実質消費支出の増減率に等しくなる

（ただし、計算上の誤差や四捨五入の関係から必ずしも一致はしない）。
　　　　　  具体的には、以下の算式で算定した。

Ｃ／Ｐ＝Ｙｄ　・　Ｃ／Ｙｄ　・（１／Ｐ）及びＹｄ＝Ｉ－Ｎ＝Ｉ（１－Ｈ）より、
・　 　　　・　　　　　・　　　　　　　　・　　　  　　 ・　　　　　

（Ｃ／Ｐ）＝   Ｉ　＋   （１－Ｈ）　＋      （Ｃ／Ｙｄ）　－    Ｐ　

実質消費支出変化率
実収入効果

非消費支出比率効果
消費性向効果

消費者物価効果

　Ｃ ： 消費支出
Ｙｄ ： 名目可処分所得
　Ｐ ： 消費者物価
　 I  ： 実収入
　Ｎ ： 非消費支出
　Ｈ ： 非消費支出比率（非消費支出／実収入）
　　ただし、変数の上の・はそれぞれの前年比増減率を表す。

資料出所　内閣府「消費動向調査」
（注）消費者態度指数の作成方法は以下のとおり。
（1）　まず、「暮らし向き」、「収入の増え方」、「雇用環境」、「耐久消費財の買い時判断」の４項目について消費者の意識を調査する。
　　その際、各調査項目が今後半年間に今よりもどのように変化すると考えているか、５段階評価で回答を求める。

（2）　次に、各調査項目ごとに５段階評価にそれぞれ点数を与え、次のようにして、各調査項目ごとの消費者意識指標を算出する。
消費者意識指標・・・・ 
　消費にプラスの回答区分「良くなる」に（＋１）、「やや良くなる」に（＋0.75)、中立の回答区分「変わらない」に（＋0.5)、マイナス
の回答区分「やや悪くなる」に（＋0.25）、「悪くなる」に（０）の点数を与え、これを各回答区分のそれぞれの構成比（％）に乗じ、合計
したものである。 

（3）　最後に、これら４項目の消費者意識指標（原数値）を単純平均して消費者態度指数（原数値）を算出する。 
　 　なお、四半期毎に公表する一般世帯の消費者意識指標及び消費者態度指数については、それぞれ別個に 季節調整を行ってい

るため、消費者意識指標（季節調整値）を単純平均しても消費者態度指数（季節調整値）にはならない。

第22図　消費者態度指数の推移（一般世帯、季節調整値）
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日
本
銀
行
「
生
活
意
識
に
関
す
る
ア
ン
ケ

ー
ト
調
査
」
に
よ
り
、
一
年
前
と
比
べ
た
世

帯
の
支
出
の
変
化
を
み
る
と
、
二
〇
〇
九
年

九
月
調
査
に
お
い
て
「
支
出
が
増
え
た
」
と

す
る
者
は
約
三
割
を
占
め
て
お
り
、
支
出
が

増
え
た
と
す
る
者
に
つ
い
て
そ
の
理
由
を
み

る
と
、「
生
活
関
連
の
物
や
サ
ー
ビ
ス
の
値
段

が
上
が
っ
た
か
ら
」
と
す
る
割
合
が
、
二
〇

〇
八
年
九
月
調
査
と
比
較
す
る
と
低
下
し
、

「
車
な
ど
耐
久
消
費
財
を
購
入
し
た
か
ら
」

の
割
合
が
上
昇
し
て
い
る
。
環
境
対
応
車
の

購
入
に
係
る
減
税
・
補
助
に
よ
る
自
動
車
購

入
の
増
加
が
寄
与
し
て
い
る
も
の
と
思
わ
れ

る
（
第
23
図
）。

（
内
需
を
も
と
に
着
実
な
景
気
回
復
を
）

実
質
経
済
成
長
率
の
需
要
項
目
別
寄
与
度

を
み
る
と
、
一
九
九
〇
年
代
後
半
以
降
、
経

済
成
長
率
に
対
す
る
外
需
の
寄
与
は
相
対
的

に
大
き
く
な
っ
て
い
る
。
二
〇
〇
〇
年
代
の

景
気
拡
張
過
程
を
み
て
も
、
内
需
の
伸
び
は

力
強
さ
を
欠
く
も
の
で
あ
っ
た
。
今
後
は
内

需
を
も
と
に
着
実
な
景
気
回
復
を
実
現
し
て

い
く
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

二
〇
〇
九
年
四
～
六
月
期
以
降
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ

は
二
期
連
続
で
前
期
比
で
プ
ラ
ス
と
な
っ
た

が
、
輸
出
の
マ
イ
ナ
ス
寄
与
が
大
き
い
。
一

方
、
二
〇
〇
九
年
四
～
六
月
期
以
降
は
、
民

間
最
終
消
費
支
出
が
二
期
連
続
で
プ
ラ
ス
と

な
る
な
ど
、
国
内
消
費
の
動
き
が
経
済
成
長

に
プ
ラ
ス
に
寄
与
し
て
い
る
（
第
24
図
）。

こ
う
し
た
こ
と
の
背
景
と
し
て
は
、
今
回

の
景
気
後
退
過
程
に
お
い
て
、
雇
用
維
持
の

た
め
の
取
組
が
強
化
さ
れ
た
こ
と
が
消
費
の

底
支
え
に
寄
与
し
た
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

一
九
九
七
年
以
降
の
景
気
後
退
過
程
に
つ

い
て
、
名
目
国
内
総
生
産
に
対
す
る
名
目
賃

金
及
び
雇
用
者
数
の
弾
性
値
を
推
計
し
て
み

る
と
、
二
〇
〇
〇
年
一
〇
～
一
二
月
期
以
降

の
景
気
後
退
全
期
間
で
は
、
名
目
賃
金
と
雇

用
者
数
の
両
弾
性
値
を
合
算
し
た
数
値(

一
・
〇
三)

は
一
を
超
え
て
い
る
。
こ
れ
は
、

名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
一
％
の
低
下
に
対
し
、
雇
用
者

報
酬
が
そ
れ
以
上
削
減
さ
れ
た
こ
と
を
示
し

て
い
る
。
一
方
、
今
回
の
景
気
後
退
過
程
に

お
い
て
は
、
雇
用
弾
性
値
と
賃
金
弾
性
値
の

合
計
は
〇
・
五
二
と
過
去
二
回
に
比
べ
小
さ

く
、
特
に
雇
用
弾
性
値
が
〇
・
〇
四
と
小
さ

い
こ
と
か
ら
企
業
の
雇
用
維
持
に
向
け
た
努

力
が
う
か
が
え
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
企
業
の

雇
用
維
持
に
向
け
た
取
組
が
景
気
後
退
過
程

に
お
い
て
も
消
費
を
下
支
え
し
、
景
気
の
さ

平成20年9月調査

平成21年9月調査

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

生活関連の物やサービスの値段が上がったから

扶養家族の増加などに伴う支出があったから

車など耐久消費財を購入したから

住居など不動産を購入したから

収入が増えたから

将来の収入増が見込まれるから

不動産など実物資産が値上がりしたから

株式や債券などの金融資産が値上がりしたから
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第23図　生活意識と消費支出の動向（支出が増えた理由（複数回答））

資料出所　日本銀行「生活意識に関するアンケート調査（2008年9月調査、2009年9月調査）」
　　（注）1）グラフは支出が増えた者の中の構成比をみたもの。
　　　　2）支出が増えた者の割合は、2008年9月（50.8％）、2009年9月（29.６％）。

第24図　実質経済成長率の需要項目別寄与度

資料出所　内閣府「国民経済計算」をもとに労働政策担当参事官室にて算出
　　（注）　2009年は第1四半期から第3四半期までの範囲で比較したときの数値。



特別企画―平成21年労働経済の年間分析

Business Labor Trend 2010.1

62

ら
な
る
悪
化
を
食
い
止
め
る
役
割
を
果
た
し

た
と
考
え
ら
れ
る
（
第
25
図
）。
今
後
の
景

気
回
復
過
程
に
お
い
て
も
、
企
業
の
雇
用
維

持
の
取
組
の
も
と
消
費
が
底
支
え
さ
れ
、
着

実
な
景
気
回
復
が
進
ん
で
い
く
こ
と
が
期
待

さ
れ
る
。

（
今
後
に
向
け
た
課
題
）

今
後
に
向
け
景
気
回
復
の
動
き
を
着
実
な

も
の
と
し
て
い
く
た
め
に
は
、
雇
用
の
安
定

の
た
め
の
取
組
を
基
本
に
、
新
た
な
産
業
分

野
を
展
望
し
つ
つ
、
雇
用
機
会
の
創
出
に
積

極
的
に
取
り
組
ん
で
い
く
こ
と
が
大
切
で
あ

る
。
雇
用
の
受
け
皿
づ
く
り
や
、
そ
こ
に
お

け
る
人
材
ニ
ー
ズ
の
把
握
、
就
業
促
進
の
た

め
の
措
置
、中
長
期
的
視
野
を
も
っ
た
技
術
・

技
能
の
蓄
積
や
人
材
育
成
な
ど
に
一
体
的
に

取
り
組
む
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
政
策
対
応

の
充
実
、
高
度
化
、
総
合
化
が
課
題
と
な
っ

て
い
る
。

第12循環
1997年第Ⅱ期

～1999年第Ⅰ期

第13循環
2000年第Ⅳ期

～2002年第Ⅰ期

第14循環
2007年第Ⅳ期～
～2009年第Ⅰ期
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0.52
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0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

後退１年間 後退期間全て 後退１年間 後退期間全て 後退１年間 全期間

名目国内総生産が１％低下したとき

の雇用者報酬の変化率（％）

賃金弾性値

雇用弾性値

資料出所　 内閣府「国民経済計算」、総務省統計局「労働力調査」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて推計
（注） 1） 各景気循環における景気後退後1年間及び景気後退期間全て（第14循環については、2009年第Ⅰ期まで）について、名目国内総生産、賃金（現金給与総

額（３0人以上））、雇用者の平均変化率をタイムトレンド関数を用いて推計したもの。
 2）雇用弾性値＝雇用者数の変化率／名目国内総生産の変化率　　　　　 
 ３）賃金弾性値＝名目賃金の変化率／名目国内総生産の変化率とした。
 4）雇用弾性値と賃金弾性値を加えたものを、名目国内総生産が1％低下したときの、1人当たり雇用者報酬の変化率とした。

第25図　名目国内総生産に対する雇用弾性値と賃金弾性値（景気後退過程）


